
 

Tendency and the realities of project use in overcrowdedness urban area 
-Case of “City Disaster Prevention Synthesis Promotion Project” And “Comprehensive 

Development Project in High-Density Residential Area”of SHINAGAWA-  

 

YOSHIDA Sohei,OWADA Kiyotaka, 

SATO Seiji,HIMENO Yuka, IWAYA Naoki 

 

 

正会員 ○吉田 宗平* 大和田 清隆**** 

 佐藤 誠治** 姫野 由香*** 岩谷 直樹* 

 

密集市街地 都市防災総合推進事業 住宅市街地総合整備事業 

住民組織   

1．研究の背景と目的 

密集市街地は、建築基準法によって規定された接道義

務注１）を果たせず、建て替え困難な既存不適格の建物が残

存している場合が多い。重点密集市街地における改善施

策状況では、約 71%（287 地区）が安全性を確保するため

に更なる検討が必要であり注２）住環境や防災性の観点から

もそれらの改善は急務な課題となっている。密集市街地

改善の対策として、長期にわたる改善活動や多岐に及ぶ

対策事業を活用する必要があると考えられる。 

そこで、本研究では、全国における自治体の対策事業

の活用傾向を明らかにする。加えて、品川区を対象に現

在、行われている対策事業の実態と活用方法を把握する

ことで、密集市街地対策への事業活用の実態と課題に対

する有益な知見を得ることを目的とする。 

2．既往の研究における本研究の位置づけ 

「密集市街地」に関する先行研究として、小林他１）は東

京都墨田区京島地区を対象として密集市街地における建

て替え動向と共同建て替えの可能性について提言してい

る。東郷他２）は密集市街地に関わる「都市防災総合推進

事業（以下:都市防災）」と「住宅市街地総合整備事業（以

下:住市総）」の 2 つの対策事業を採択要件や補助内容を比

較した上で、都市規模別にみる対策事業の活用状況を明

らかにした。加えて、大分県内の事例を通して密集市街

地対策外での事業の活用状況について明らかにした。そ

こで、本報では、自治体の事業の全国的な活用傾向、現

在行われている対策事業の実態と活用方法の特徴を明ら

かにする。 

3．研究の方法 

本研究では、密集市街地対策への事業活用の特徴につ

いて把握するため、密集市街地における総合的な対策事

業である「都市防災」の事業の活用傾向を把握した。ま

た、全国の重点密集市街地の約 34％注２）が存在する東京

都内において、最も広く(252ha)重点密集市街地が存在し

ており、「都市防災」「住市総」の 2 つの対策事業を活用

している品川区を対象に 2011 年 1 月に密集市街地対策へ

の事業の活用方法に関するヒアリング調査を実施した。 

4．都市防災総合推進事業の活用傾向 

密集市街地対策への事業活用の特徴を明らかにするた

め国土交通省都市･地域整備局によって公開３）されている

「都市防災」のサブ事業の採択状況をもとに、事業の活

用傾向を把握する(表１)。「都市防災」を活用している 297

地区において、主に住民組織の支援を目的とした「住民

等のまちづくり活動支援事業」を活用している地区は

19％（55/297 地区）である。また、インフラ整備を目的

とした「地区公共施設等の整備事業」を活用している地

区は 39％（117/297 地区）と活用地区の中で最も多く活用

されている。「住民等のまちづくり活動支援事業」と「地

区公共施設等の整備事業」の 2 つのサブ事業は、密集市

街地を有していれば採択可能であり、採択条件として大

きな差が見られない注３）。しかし、活用している地区数に

差がみられ、密集市街地対策としてインフラ整備に重点

が置かれており、現段階では、住民組織支援と組み合わ

せて実施される傾向にはないことが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

5．品川区における密集市街地対策の状況 

全国で最も多く「都市防災」のサブ事業を組み合わせ

て活用（「災害危険度判定調査」「住民等のまちづくり活

動支援」「地区公共施設等整備」「都市防災不燃化促進」

の 4 事業）３）している品川区において、「都市防災」「住

市総」の 2 つの対策事業の活用状況についてヒアリング

調査を行うことで事業の活用目的を明らかにする。加え

て、既往研究２）では明らかにすることのできなかった

「住民等のまちづくり活動支援事業」の密集市街地対策

への活用状況について考察する。紙面の都合上、「都市防

災」では平成 18 年度から「住民等のまちづくり活動支援」

を活用している「戸越・豊町地区」、「住市総」では平成

元年から事業を活用している「旗の台・中延地区」につ

いて考察する。 

5-1．戸越、豊町地区における都市防災総合推進事業 

表２に示す「都市防災」の活用状況に関しては、「戸

越・豊町地区」では「地区公共施設等整備」を活用して

主に避難経路、公開空地整備といった防災道路の整備を

行うことで安全性の向上を図っている。また、「住民等の

まちづくり活動支援」を活用して住民組織「戸越･豊町地

区防災まちづくりの会」の活動を支援している。支援内

容として「先進地区の視察」「防災まちづくりマップの作

災害危険度判定調査 住民等のまちづくり活動支援 地区公共施設整備 都市防災不燃化促進
密集市街地緊急

リノベーション事業
被災地における復興

まちづくり総合支援事業
総地区数

3 16 23 57 3 0

2.94% 15.69% 22.55% 55.88% 2.94% 0%
7 5 5 13 0 0

23.33% 16.67% 16.67% 43.33% 0% 0%
12 6 19 4 0 0
29.27% 14.63% 46.34% 9.76% 0% 0%
17 28 69 0 0 3
14.53% 23.93% 58.97% 0% 0% 2.56%
2 0 1 0 4 0

28.57% 0% 14.29% 0.00% 57.14% 0%

41 55 117 74 7 3

13.80% 18.52% 39.39% 24.92% 2.36% 1.01%

政令指定都市 30

東京23区 102

総地区数 297

中核都市
特例都市 41

市町村 117

都道府県
その他

7

表１ 都市規模別にみる対策事業の活用状況 

密集市街地における対策事業活用の傾向と実態 

―品川区における「都市防災総合推進事業」 

「住宅市街地総合整備事業」を対象にして―  

日本建築学会大会学術講演梗概集 

（関東） 2011 年 8 月 
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今後の展開

地元組織

事業期間

対
策
内
容

経
緯 主要生活道路沿道まちづくり懇談会

旗の台四丁目地区計画検討会
荏原町駅前地区共同建替え研究会

二葉３･４丁目まちづくり協議会
西大井６丁目まちづくり懇談会

旧同潤会地区 防災まちづくり検討会 豊町４・５・６丁目地区まちづくり懇談会

住宅市街地総合整備事業

計画

事業地区

地区概要

平成21年度、広場整備。防災生活道路拡幅用地取得、整備。重点防災性向上ゾーン(中延２丁目)
の地元検討組織「旧同準会地区 防災まちづくり検討会」設立。

避難危険度が５であり、2km以上要する大井競馬場が避難場所になっていたが、これ改善す
るために都市計画公園の戸越公園周辺への避難が行えるように不燃化を促進し、避難危険
度の低減を図る。
平成19～21年度に広場用地を取得し整備、地区内に2000㎡超オープンスペースを確保。

・東急大井町線荏原町駅前地区において防災街区整備事業による共同建替に取り組む。
・旗の台4丁目において地区計画(街なみ誘導型)の導入を図る。

・公園の無い二葉３丁目に、広場の確保。
・豊町地区と一体になって防災生活道路整備を促進する。

・防災生活道路の整備促進
・重点防災性向上ゾーン(中延２丁目)の共同化に伴う、地権者の理解促進を図る。

・火災危険度が高い豊町５丁目におけるオープンスペースの確保を図る
・主要生活道路の整備や重点建替え支援エリアの共同化の促進

道路･公園の整備 道路･公園の整備 道路･公園の整備
事業開始から21年が経過、老朽住宅建替え促進、公園整備、道路整備を行う。

旗台小学校前地区においては、高齢者が多いこともあって反対を受けることもあり、住民組織
の立ち上げが頓挫するケースも存在。

平成21年度、広場を整備、重点建替え促進ゾーン(二葉三丁目)において勉強会を発足。

- - - -
- - - -

道路･公園の整備

補助対象事業 　　整備計画策定等事業 　　整備計画策定等事業 　　整備計画策定等事業 　　整備計画策定等事業

平成元〜26年度 平成18〜27年度 平成19〜28年度 平成19〜28年度

重点密集市街地

19.3ha(面積） 34.2ha(面積) 29.4ha(面積) 29.4ha(面積)

○ ○(一部） ○ ○

－

品川区　林試の森周辺･荏原地区(重点整備地域･整備地域)

旗の台･中延 二葉三･四丁目、西大井六丁目 東中延一･二丁目、中延二･三丁目 豊町四･五･六丁目

小山台一丁目地区防災街区整備計画B地区におけ
る避難経路の安全化に向けたルールかの検討を更
に進めるとともに、46号線不燃化促進区域における
不燃化率70％達成を図る。

建物の共同化の取り組みとあわせた避難経路確保
のための手法検討が必要であり、これらの検討ととも
に、平成24年度公表予定の避難計画人口の拡大を
図るため、喚起間への働きかけや不燃化促進の取り
組みを更に進める。

街路事業の供用開始が平成26年に延伸され、今後
の供用開始を見据え、建て替え相談会や共同化勉
強会の開催を地域に働きかけていく。

- 防災まちづくり林試の会
戸越･豊町地区防災まちづくりの会
戸越公園駅と周辺まちづくり協議会

－ － －

住市総の地区以外の細街路を拡幅整備 　基本方針案が策定され、地元住民への説明会、懇
談会等行い、昭和62年、防災まちづくり懇談会「防災
まちづくり林試の会」発足。
　平成8年度「防災都市づくり推進計画」が策定され、
林試の森周辺(荏原北)地区が重点地区に位置づけ
られる。これに伴い、防災広場の整備、避難経路とな
る地区防災道路の沿道の不燃化建て替えの促進、
拡幅整備を行う。
　平成15年から、「林試の森公園」周辺の防災性の向
上と避難経路の安全の確保を図るため、まちづくり
ルールの検討、アンケート調査の実施および意見交
換会の継続開催。
　平成18年度、「小山台一丁目地区防災街区整備地
区計画」投資計画決定。

　平成17年、「戸越･豊町地区」を防災生活圏促進事
業導入決定

　「大原通り拡幅整備計画」や、「戸越公園一帯」周辺
の防災まちづくりに関する説明会を重ね、

　平成18年、事業開始。併せて、住民全体の防災ま
ちづくり活動に取り組む有志のまちづくり協議会「戸
越･豊町地区防災まちづくりの会」を発足

、先進地区の視察や防災まちづくりマップの作成、防
災活動に資する道路ネットワークの検討等を行って
いる。

　滝王子通りは地元住民にとっては大型車同士がすれ違うよう
な時は、危機感を感じられずにはおられないような状況であっ
た。

　平成17年、滝王子通りの避難道路機能強化(災害時に発生す
る市街地火災の延焼拡大を防止し避難者の安全を確保するた
め、避難道路に指定した滝王子通りの沿道建築物の不燃化を
促進)について検討する。

　避難道路機能強化に関する説明会を重ね、都市防災不燃化
促進事業の導入を決める。

　アンケート調査を行い、避難道路機能強化にかかるまちづくり
ルールに関する意見交換会を行う。

市街地大火における延焼拡大防止と災害時の安全
な避難路として確保するために、沿道建築物の不燃
化を促進し、避難路の整備を図る。

上記の地区は避難危険度が５であり、２km以上要す
る大井競馬場が避難場所になっていたが、これ改善
するために広域避難場所の戸越公園への避難が行
えるように周辺一帯を不燃化を促進する。

広域避難場所である戸越公園一帯への安全な避難
路の確保と市街地大火における延焼拡大防止を図
るために沿道建築物の不燃化を図る。

対
策
に
至
る
経
緯

細街路街路拡幅整備率は現在25％程度である。今
後も継続事業として取り組んでいく。

事業終了であるが、
地区防災道路Ⅰ拡幅整備の取り組みのみ継続

防災生活圏促進事業エリアを範囲とし、避難経路の
ネットワークを中心とした永続的ルールの導入を図
る。

沿道での開発行為などによる狭小敷地のセットバックの困難性
は深刻であり、これに対する方策として、突っ込み道路を有効
利用する共同化勉強会の参加を促していく。

-

細街路拡幅
防災広場整備
避難経路整備

　広域避難場所入口整備

避難経路整備
公開空地整備

延焼遮断帯整備
防災広場整備
避難経路整備

建築物の不燃化促進

避難路整備
延焼遮断帯整備

避難地周辺の建築物不燃化促進
避難路整備

延焼遮断帯整備

- - 防災まちづくりの会支援 まちづくり検討組織支援 - -

平成18〜27年度 平成21〜30年度

対
策
内
容

- - - 延焼シミュレーション - - -

事業期間 平成20〜21年度 平成10〜21年度 平成18〜27年度
平成21年度　(災害危険度調査

,住民等のまちづくり活動支援,地区公共施設等整備)
平成21〜30年度　(都市防災不燃化促進)

平成15〜24年度

○(一部) ×

補助対象事業 地区公共施設等整備 地区公共施設等整備
住民等のまちづくり活動支援

地区公共施設等整備

災害危険度判定調査
住民等のまちづくり活動支援

地区公共施設等整備
都市防災不燃化促進

都市防災不燃化促進 都市防災不燃化促進 都市防災不燃化促進

重点密集市街地 ○(一部) ○(一部) ○(一部) ○(一部) ○(一部)

補助26号線その2

地区概要
22.72km2(面積)
10427戸(戸数)

177ha(面積) 50ha(面積)
6.7ha(面積)

不燃化率43.1%（21年開始当初）
6.7ha(面積）

21年度末不燃化率69％(15年度50.9%)
20ha•(面積)

21年度末不燃化率40％（18年度34.9%）
2.6ha(面積)

22年度末不燃化率48.9％（21年度48.4%）

都市防災総合推進事業
計画 品川区　林試の森周辺･荏原地区(重点整備地域･整備地域)

事業地区 品川区地区 荏原北･西五反田 戸越･豊町地区 滝王子通り地区 補助46号線品川 戸越公園一帯周辺

成」「防災活動に資する道路ネットワークの検討」が行わ

れ、住民主体の防災まちづくりを支援していることが確

認できた。今後の展開としては「住民等のまちづくり活

動支援」の事業完了と共に、防災まちづくりが終わるの

ではなく、防災まちづくりが永続的に続くようにルール

の導入を図るなど住民組織の自発的または継続的な活動

を望んでいることが確認できた。 

5-2．旗の台、中延地区における住宅市街地総合整備事業 

 「住市総」の前進である「木造住宅密集地域整備事業」

を平成元年から活用し、平成 15 年度の不燃化領域率 33%

から平成 20 年度の 5 年間で 43.3%まで向上した「旗の台･

中延地区」では「整備計画策定等事業」「住環境形成施

設整備事業」「建て替え促進事業」の 3 つの事業を活用

して道路･公園の整備、老朽住宅等の除却、建て替え促進

などの防災道路の整備や建物更新といったインフラ整備

を行っている。「都市防災」と比べ補助率の高い「住市

総」を活用することで整備の促進を図っている。また、

当地区では、特に密集している部分を「防災街区整備事

業」を活用して、共同建替えに取り組むために住民組織

の立ち上げに尽力している。密集市街地対策に関する住

民意識の高さおよび行政からの住民への働きかけが不燃

化領域の向上に貢献したと考えられる。しかし、高齢化

により住民組織の立ち上げが頓挫し、整備が遅れてしま

う実態もあることがわかった。今後、高齢化の進むと考

えられる我が国においてインフラ整備とともに地域住民

への働きかけは重要な課題であるといえる（表２）。 

6．総括 

 本研究で明らかにしたことの要点は以下の 3 点である。 

①「都市防災」のサブ事業の採択傾向から、現状では、

インフラ整備に重点が置かれており、住民組織支援と組

み合わせ実施される傾向にはないことが明らかとなった。 

②「住民等のまちづくり活動支援」の事業完了と共に防

災まちづくりが終わるのではなく、住民組織の自発的ま

たは継続的な活動を望んでいることが確認できた。 

③補助率の高い「住市総」を活用することで、整備の促

進を図ると共に、住民組織を発足することで、共同建替

えの促進を図っていることが確認できた。しかし、高齢

化により住民組織の発足が頓挫し整備が遅れてしまう場

合もみられ住民への働きかけが必要であると考えられる。 

 今後の研究では、密集市街地を有していながらも、対

策が講じられていない地区においての課題の検証を行う

ことで、事業等の活用方法を検討するとともに、良好な

密集市街地の改変を進めるにあたっての制度の合理性や

実施側の体制といった社会的インフラの在りようについ

て考察することが必要であると考えてる。 

   
【補注】 

注１)接道義務：建築基準法第 42 条より都市計画区域、準都市計画区域において、建築物

を建てる際に敷地が幅員 4m 以上の道路に 2m 以上接していなければならない。 

注２)「地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街地につ

いて」平成 15 年 7 月 11 日 国土交通省 より抜粋。全重点密集市街地 400 地区(7971ha)で

あり、東京都は 2339ha、品川区 252ha である。また、安全性の確保するための更なる検討

が必要な「重点密集市街地」は 287 地区(4200ha)存在する 

注３）「都市防災」における採択条件。参考文献２より抜粋。 
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表２ 品川区における「都市防災総合推進事業」「住宅市街地総合整備事業」の活用状況 

災害危険度
判定調査

住民等のまちづ
くり活動支援

地区公共施設
整備

都市防災
不燃化促進

密集市街地緊急
リノベーション

事業

地震に強い都市
づくり緊急整備

事業

被災地における
復興まちづくり
総合支援事業

大規模地震発生の可能性が高い地域※ ○ ○ ○ ○ × ○ ×

三大都市圏の既成市街地等 ○ ○ ○ ○ × ○ ×
指定都市 ○ ○ ○ ○ × ○ ×
道府県庁所在地都市 ○ ○ ○ ○ × ○ ×
重点密集市街地を含む市町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
DID地区 ○ ○ ○ ○ × ○ ×

大規模災害※※による被災地 × × × × × × ○
※：地震防災対策強化地域、東南海・南海地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域、観測強化地域、特定観測地域

※※：激甚災害に対処するための特別の財産援助等に関する法律第3条の規定に基づく激甚災害（本激、局激）に指定された災害
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